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億2,000万トンを生産した．しかし1974年と1979年の

二度の石油危機以降我が国は安定経済成長期に入り，

粗鋼生産量は1億トン前後で推移している．

粗鋼生産の内訳は1970年代初めには転炉鋼80%,電

炉鋼20％の比率であったが，近年は前者70％，後者30

％と電炉鋼の比率が増加している．

一貫製鉄所では基本的に石炭エネルギーのみで成り

立つと言われ，電炉鋼は専ら購入電力に依存するので，

ここでは一貫製鉄所と電炉メーカとに分けて述べる．

2．一貫製鉄所におけるエネルギーフローの概

要

一貫製鉄所の工程は

1）石炭（原料炭）を乾留しコークスを製造するコー

クス部門

2）鉄鉱石を予め処理する焼結部門

3）鉄鉱石をコークスで還元し銑鉄を製造する高炉部

門

4）溶けた銑鉄を酸化精錬し，溶けた鋼を製造する転

炉部門

5）溶けた鋼を連続的に鋳造し，圧延用鋳片を製造す

る連続鋳造(CC)部門

6）鋳片を熱間で圧延して最終製品の鋼材（熱延コイ

ル，厚板，棒鋼など）に圧延加工する一次圧延部門

7）一次圧延製品を基にさらに加工し，最終製品（冷

延鋼板，表面処理鋼板，継ぎ目無し鋼管など）とする

二次圧延部門

から成る．ここで,1)～3)を製銑部門,4)～5)

を製鋼部門とも呼び，粗鋼とは圧延前の鋳片，鋼片を

指す．

図-2にエネルギー変換に係わりが深い製銑，製鋼部

門を中心にしたエネルギーフローを示す2)．これは

1991年度上半期における日本の一貫製鉄所の約半数の

実績値を平均したものである．各数値は生産される粗

鋼1トンあたりに出入りするエネルギー量(Mcal)

1，我が国の鉄鋼生産の推移

鋼の製造法には平炉法，転炉法，電炉法がある．平

炉法はスクラップあるいは銑鉄を重油などの燃焼熱で

溶かし鋼に精錬するもので，転炉が導入されるまでは

平炉法か代表的な製法であった．しかし生産性の高い

転炉の導入とともに衰退した．転炉法は溶銑に純酸素

を吹きつけて精錬し鋼とするため，高炉を有する製鉄

所でのみ生産が可能であり，高炉一転炉を組み合わせ

て鉄鋼を製造する製鉄所を一貫製鉄所と呼ぶ．電炉法

はスクラップ°を電気のアーク熱で溶かし鋼に精錬する

もので銑鉄（高炉）を必要とせず，電炉単独で操業し

得るので，一貫製鉄所に対して電炉メーカーとも呼ば

れる．電炉鋼は一貫製鉄所内でも一部製造されるが，

大部分はこの電炉メーカによって生産される．一貫製

鉄所と電炉メーカーを合わせて鉄鋼業と呼ぶ．

図-1に1946年から近年までの製鋼法別粗鋼生産量の

推移を示す!)．

転炉が導入された1960年代は年率約15%で粗鋼生産

量が伸び，鉄鋼業全体としては1973年に史上最高の1

粗鋼生産量

（千トン）
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図－1粗鋼牛産量の推移
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図－2一貫製鉄所のエネルギーフロー2）（粗鋼牛産量：19,378千トン／半期）

示してある．図に従って，購入したエネルギーが製鉄

所のなかでどのように変換され，それが使用されてい

るかを冶金反応と関係づけて説明する．

1）コークス部門：原料炭はコークス炉に装入され，

乾留される．その結果コークスとコークスガス(CO

G)に変換され，同時に，粗軽油，タールが得られる．

原料炭は一般炭のように含熱量のみならず，強粘結性

であること,COG発生量に関係する揮発成分含有量

(V.M)などによって評価される．なお，図にはコー

クス炉を持たない製鉄所が購入するコークスも記され

ている．

コークス炉の操業に投入されるエネルギーはUで表

わされ，この工程から出る排熱量も記されている（以

下他の工程も同様)．

2）高炉部門：コークスと鉄鉱石（および粉状の鉄鉱

石を前もって焼き固めた焼結鉱）は高炉の炉頂から連

続的に交互に装入される．高炉下部の羽口からは高温

の空気が吹き込まれ，コークスを燃焼させて鉄鉱石を

還元する．高炉での還元反応は吸熱反応であるため，

エネルギー消費量が製鉄プロセス中もっとも大きい．

図のPCIはコークスの補助燃料として，微粉状の一般

炭が羽口から吹き込まれていることを示す．

還元反応によって鉄が生成し，これに炭素，珪素な

どが移行して溶銑となる．炉底部に溜まった溶銑はほ

ぼ連続的に抜き出され次工程の転炉へ運ばれる．また

この反応で生成した高炉ガス(BFG)は炉頂から回

収される．

3）転炉部門：転炉では溶銑に純酸素を吹きつけて銑

鉄中の炭素，珪素などを酸化反応によって除去する．

この反応は発熱反応のためエネルギーの投入は殆ど必

要としない．銑鉄中の炭素と吹きつけた酸素により転

炉ガス(LDG)が発生し回収される．

このように，コークス製造過程，および高炉，転炉

での冶金反応によって多量のガスが副生成物として発

生する（これらを副生ガスと呼ぶ)．図によれば，製

鉄所に投入される石炭系（原料炭，購入コークス,P

CI用一般炭）のエネルギー(5800Mcal)の内,33%

(1900Mcal)が鉄鉱石の還元反応に用いられ,42%

(2400Mcal)が副生ガスとして回収される．一貫製鉄

所はこの副生ガスを燃料として，さらには自家発電所

で電力に変換して「CC以降」すなわち圧延部門に配

分している．そして不足分（図では石油系エネルギー，

電力）を補助エネルギーとして外部から購入し，余剰

のエネルギー（図では電力，副生ガスおよびコーク炉

－45－
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国44基の高炉中43基が重油の吹き込みを止め，オール

コークス高炉となった．

3）1980年代に入って，第1次石油危機によって投資

されたCDQ,TRT,焼結排熱クーラーなどの大型省

エネルギー設備が稼働しはじめ，コークス，焼結，高

炉工程のエネルギー原単位が大きく低下した．また転

炉のLDG回収設備の普及率が85年には90%以上に達

し，回収ガス量が増加するとともに，転炉工程のエネ

ルギー原単位が低下した．1次，2次圧延工程でも排

熱回収などにより引き続きエネルギー原単位が低下し

た．

4）1986年から原油価格が低下し，さらに円高のため

重油価格は低下し，重油／原料炭＝1.5にまで縮まっ

た．1990年は重油価格が低下したことを敏感に反映し，

自家発電の重油使用量が増加した．このような状況で

1985年頃から高炉への微粉炭吹き込み(PCI)が始め

られた．一般炭は1,000kcalあたりの価格では原料炭

と大差ないが，トンあたりでは原料炭より安価であり，

コークス比（コークスkg/t-pig)を下げるのに有効

である.PCI高炉は順調に基数を増やし90年には全

国34高炉中21基にまで普及し，吹き込み量も次第に増

加しつつある．

の化成品等）を外販している．

このように，原料炭は冶金反応に伴って副生ガスに

変換され，一貫製鉄所全体を動かすエネルギーとして

使われる．

3．エネルギー価格の推移と製鉄所の対応

図-2に示されるエネルギーの購入と所内でのエネル

ギー配分は1991年時点における各種圧延製品（鋼材）

の生産量と，購入するエネルギー価格によって決定さ

れた結果である．そこで製鉄所が購入する原料炭およ

び補助エネルギーである一般炭，重油の価格が過去ど

のように変化してきたかを示したものが図-3である3)．

図は原料炭1,000kcalあたりの価格を基準として，他

のエネルギーとの価格比で示してある．

エネルギー価格の変化とそれに対する製鉄所の対応

を以下に述べる．

1)1960年代から1974年の第1次石油危機直前までの

長期間,1,000kcalあたりの価格で比較すると，重油

／原料炭=0.8と重油は石炭より安かった．高炉の生

産性（出銑比）を上げるため，高炉への重油吹き込み

量が拡大した．重油はまた各加熱炉，ボイラーでの補

助燃料としても使われた．

2）1973年の第1次石油危機で重油価格は2.2倍に急

騰し，重油／原料炭＝1.1～1.2とそれまでと逆転した．

さらに1979年の第2次石油危機で重油／原料炭価格比

は2.3倍まで拡大した．

製鉄所では第1次石油危機直後から，加熱炉などの

燃焼管理の強化による石油燃料の節約が始められた．

また高炉においては，大型高炉でどこまで吹き込み重

油がカットできるかは世界でも前例がなかったため，

重油量を削減するテストから始められ，1981年には全

4．総合エネルギー原単位の推移

製鉄所全体のエネルギー消費量を表す指標として粗

鋼トンあたりの総合エネルギー原単位が一般に用いら

れる．これはある期間内に製鉄所全体で消費した一次

エネルギー量（電力は1kWh=2,450kcalで換算）を

その期間内に生産した粗鋼量で割った値である．この

場合，鋼種構成，銑鉄／粗鋼比，稼働率など，製鉄所

のエネルギー使用量に係わる要因（生産構成）が製鉄

所間で異なるため，直接比較することはできない．し

かしエネルギー消費量をマクロ的に扱うには便利であ

りしばしば使用される指標である．

図-4に日本全体の一貫製鉄所を一つの事業所と見て，

粗鋼トンあたりの総合エネルギー原単位の推移を示

す4)．この値は年度によって生産構成が変化している

ため，省エネルギーの効果を直接見ることができない．

そこで，1973年を基準として，対象とすべき年度（例

えば90年度とする）の各工程の生産量に73年度の各工

程エネルギー原単位を乗じ，対象年度（90年度）の粗

鋼量で割ったものを補正エネルギー原単位とする．こ

の値と実際の総合エネルギー原単位（実績エネルギー

原単位と呼ぶ）とを比較することで省エネルギー量を
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図－4総合エネルギー原単位の推移4）

評価することができる．表1に生産構成差を除いた省

エネルギー量の推移を示す4)．これによると1990年度

では1973年度に比較して18%(1271Mcal/t)の省エ

ネルギーが達成されたことが判る．省エネルギー効果

の大きいものから述べると

・コークスエ程:CDQによる蒸気又は電力回収(197

Mcal/t-steel)

・焼結工程：焼結燃料と添加コークスの低減および排

熱回収(188Mcal/t-steel)

・高炉工程：高炉燃料の低減,TRTの設置による電

力回収(216Mcal/t-steel)

・製鋼工程：転炉ガス，蒸気回収，連続鋳造比率の増

加(70Mcal/t-steel)

・一次圧延：加熱燃料の低減(214Mcal/t-steel)

・二次圧延：酸洗蒸気，焼鈍炉燃料の低減(133Mcal

/t-steel)

・その他：コークス乾留熱量差の低減，自家発電効率

の向上(251Mcal/t-steel)

等である4)．

総合エネルギー原単位は以上のように低減してきた

が，一方，粗鋼トンあたりの電力使用量については図－

5に示すように増加してきている．これは環境対策設

備の運転動力や電力原単位の高い二次圧延製品の生産

量が増加しているためである4)．

表1生産構成差を除いた省エネルギー量の推移4）

単位(Mcal/t-steel)

年 1973 1975 1980 1985 1990

実績原単位 5926 6100 5831 5723 5684

生産構成補正原単位 5926 6331 6717 6972 6955

省エネルギー量 － 230 885 1247 1271

省エネルギー低減率％ － 3.6 13.2 17.9 18.3
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図－5粗鋼トンあたりの電力使用量の推移4）

5．購入エネルギーの変化によるエネルギーフ

ローの変化

以上に述べたような省エネルギーの効果と製品構成

の変化を反映して，粗鋼トンあたりの純使用エネルギー＝

(購入エネルギー）－（外販エネルギー）＝（総合エ

ネルギー原単位）の内訳も図-6のごとく変化してきて

いる4)．すなわち1975年以来石油系，電力系の購入は

減少を続けており，その減少分を石炭系の増加で補っ

ている．さらに石炭系の内訳を見ると，1985年からP

CI用一般炭が増加し，コークス比が低下する分原料

炭が減少してきている．

粗鋼トンあたりの電力使用量が上昇しているにも係

わらず，電力系の購入が減少しているとすると，その

ギャップはどのようにして埋められているのであろう

か．

所内の電力供給構成を見てみると，図-7に示すよう

に電力会社からの購入電力は減少，共同火力は横ばい

であり，供給電力の内，自家発電力の増加が著しいこ

とが判る4)．

自家発電の主要燃料は副生ガスであるので，高炉の

燃料比（銑鉄1トンあたりの吹き込み燃料とコークス

の合計kg)と発生BFGとの関係を見たものが図-8で

ある5)．図は1973年から1975年における，ある1高炉

における実績値で，燃料比の増加とともにBFG発生

量が増加している．一方，文献4)に基づき1973年から

1990年の全日本の高炉の燃料比と発生BFGとの関係

をとまとめたものが表2である．この値を図8にプロッ

トすると，1973年以降吹き込み重油の減少とともにB

FG発生量は低下して1980年（オールコークス操業時

期）に最低となり，1985年以降PCIの増加とともにB

FG発生量が増加していることが判る．

最近は老朽化したコークス炉の寿命対策からもPCI

は増加を続け200kg/t-pigも達成されている6).PCI

－47－
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表2燃料比内訳と発生BFGの関係
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部はさらに電力に変換されて購入電力を減らしている．

そこで副生ガスと電力とはどのような考え方で需給バ

ランスが取られているかを以下に述べる．

製鉄所の電力消費規模に比べて自家発電規模が小さ

いタイプの製鉄所では，地元の電力会社と共同出資し

て共同火力を設置している．共同火力は製鉄所の副生

ガスを受け入れるとともに自前で重油（一部LNG)

を購入して発電している7)．製鉄所が共同火力から購

入できる電力量は基本的には（共同火力の総発電量）

×（出資比率）が上限とされているので，電力が不足

する場合には電力会社から購入する．製鉄所と共同火

力とはこのような関係となっており，彦坂ら8)は製鉄

所内の副生ガスと電力とのエネルギー・バランスにつ

いて次のような考え方を報告している．

1）ガス・バランス計画：鉄鋼の生産計画各工場の

操業計画，副生ガスの発生原単位，燃料使用原単位な

どの情報から,1カ月先までのガス発生量および各工

場の燃料使用量の需給計画を立てる．

2）自家発電運転計画：自家発電は保安電力，高炉送

風中低圧蒸気を確保すると同時に所内副生ガスの需

給調整設備としての役割を持つ．すなわちガスの需給

アンバランスは自家発電のボイラーおよび共同火力の

ボイラーの燃料調整によって吸収される．

ガス・バランス計画で，各工場の使用量および共同

火力へ供給する副生ガス契約量を先取りし（指定燃料)，

残余のガス量を求める．これをベースとして，高炉送

風計画から自家発電運転に対する投入燃料を求め，不

足分の燃料（調整燃料）の購入計画を立てる．

3）電力需給バランス：製鉄所内の電力需要は自家発

電，共同火力，電力会社からの買電によって供給され

る．その際以下の制約条件がある．

・自家発電は保安電力を確保しなければならない．

。共同火力は製鉄所から供給された副生ガスと共火自

身が購入する重油とを使用して一定量の電力供給を

行っている．

・買電は契約値以下でなければならない．

これらの条件のもとで，（総費用）＝（支払い電力
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図－8高炉燃料比とBFG弄牛量の関係

が増加した場合，コークス比低下によるCOG発生量

の低下を差し引いても全副生ガス発生量は増加すると

考えられ，この副生ガスの焚き増しによる自家発電力

の増加で購入電力はさらに減少し，外販電力が増加す

ることも予想される．

6．副生ガスと電力の需給バランスの考え方

以上に述べたように，購入石炭系は冶金プロセスに

よって所内汎用性のある副生ガスに変換され，その一

－48－
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量料金）－（販売副生ガス料金）十（自家発電ボイラー

用購入燃料費）が最小となるように，副生ガス(CO

G,BFG,LDG別),購入燃料，購入電力の配分が

決定される．

以上の計画を年，期，月次レベルで作成し，実際の

操業による変更，トラブルなどによる計画とのギャッ

プは数時間前に予測し，契約量を越える場合には自家

発電の出力増加，もしくは圧延工場への操業中断の指

示が出される．

この考え方と3．で示したエネルギー価格比の変化

から購入エネルギーが決定され，その結果として電力

系および石油系の購入が減少し，石炭系が増加してき

たと説明できる．
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図－9電炉鋼の総合エネルギー原単位および溶解

電力原単位の推移

炭素（加炭材）および酸素吹き込みによる酸化熱利用’

また電炉の排ガスによるスクラップ予熱などによるも

のである．

このように電力多消費であることから自家発電を持

つことが有利と考えられるが，操業上投入電力の変動

が大きく，一定レベルの運転が前提となる自家発電方

式では逆潮流が発生し，この余剰電力の買い取りの経

済性が自家発電普及のネックとなっている（自家発電

を有するのは2カ所のみ)．よって電力の供給ソース

は電力会社からが殆どである．電力コストは購入電力

料金によって左右されるため，電炉メーカーは夜間操

業，夏期ピーク時の使用抑制などで対処している．

今後はDCアーク炉が普及し，溶解の電力原単位は

さらに低下すると見られるが，他方では付加価値の高

い二次圧延製品への進出，それに伴うスクラップ中の

不純物除去のための精錬負荷の上昇などによって総合

エネルギー原単位が増加する要因もある．

7．電炉メーカーのエネルギーフロー

電炉メーカーの工程はスクラップを溶解・精錬する

電炉と連続鋳造，および一次圧延からなり（二次圧延

を行う工場は少ない）一貫製鉄所に比べ簡単である．

電炉メーカー全体の，圧延工程まで含めた粗鋼トン

あたりの総合エネルギー原単位については公表された

データがないので，転炉鋼，電炉鋼を合わせた鉄鋼業

全体のエネルギー原単位!)から試算してみる．

転炉鋼はすべて一貫製鉄所で生産され，電炉鋼はす

べて電炉メーカーで生産されると仮定し（実際には電

炉鋼の一部は一貫製鉄所でも生産されているがその比

率は小さい)，転炉鋼のエネルギー原単位と粗鋼生産

量についてはこれまでに述べた値を用いて鉄鋼業全体

のエネルギー消費量から差し引くことで電炉鋼の総合

エネルギー原単位を求めた．その結果と電炉普通鋼の

溶解電力原単位9)とを併せて図-9に示す．

1990年時点で電炉鋼の総合エネルギー原単位はおよ

そ1500Mcal/t-steelであり，これは転炉鋼のおよそ

1／4である．これは原料のスクラップがすでに鋼

であるため還元のエネルギーが不要であり，鋼を溶解

するエネルギーだけで済むためである．ただし電炉の

牛痒性を上げるため，溶解期には超高電力が投入され

る．公称最大トランス容量はAC炉で7万5千kVA,

力率は80～85％の高力率操業が一般的である9〕・総合

エネルギー原単位中に占める溶解電力のエネルギーは

1990年時点で約60%を占め，エネルギー・コストに占

める割合も高いことから，この溶解電力原単位を下げ

ることが1974年以来電炉メーカーの最大の課題である．

図に示された溶解電力原単位の低下は石油系燃料

(灯油，重油,LPG)による助燃バーナー，鋼中への
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